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「岐阜県エネルギー価格・物価高騰対策設備整備事業補助金」のご案内
エネルギー価格や物価高騰対策のため、エネルギー利用の高効率化が図られる設備や、部品を国内生産に切り替える
等のサプライチェーン対策に必要な生産設備導入費用の一部が補助されます。
【 メニュー 】 ①エネルギー高効率化設備導入と ②サプライチェーン対策生産設備導入の２種類
【 対 象 者 】 ①県内に事業所がある企業等 ②県内に事業所がある中小企業（製造業に限る）

【事業内容】 ①既存設備を国の「令和４年度先進的省エネ投資促進支援事業費補助金」指定設備へ更新する事業
②海外の取引先から輸入していた部品を県内の自社工場での生産に切り替える事業や、海外からの部品調
達を国内に切り替える企業からの依頼により新たに県内工場で生産する事業等の４タイプ（タイプは詳細
で確認してください）。補助対象要件は設備投資額１０，０００千円以上

【補助率等】 ①下限２００千円 ②３分の２以内（上限５０，０００千円）
【申請期限】 ①１０月２８日（金）～令和５年２月２８日（火） ※補助事業は令和５年８月３１日（木）まで実施可

②１０月２８日（金）～１２月２３日（金） ※補助事業は令和５年１０月３１日（火）まで実施可
【申請方法】 郵送のみ。申請書類は県HPでダウンロードできます。 《詳 細》
【問合せ先】 ①岐阜県商工・エネルギー政策課 電話：０５８-２７２-８８３５ ②企業誘致課 電話：０５８-２７２-８３７０

「岐阜県原油高・物価高騰における地場産業支援金」のご案内
岐阜県は、原油高や電気・ガス料金を含む物価高騰の影響を受ける製造業のうち、地場産業（陶磁器、繊維・衣服、紙、
金属・刃物、 木工、プラスチック、食品、伝統的工芸品、郷土工芸品）を営む岐阜県内事業者の事業継続を支援します。
【 対象者 】 （１）岐阜県内に本店又は主たる事務所を有する中小企業等及びフリーランスを含む個人事業者であり、

以下のいずれかに該当する事業を営む者であること。
≪製造業のうち、陶磁器、繊維・衣服、紙、金属・刃物、木工、プラスチック、食品、伝統的工芸品、郷土工芸品≫

（２）２０２２年４月から９月のいずれかの月において、前年同月と比較して原油高や電気・ガス料金を含む
物価高騰による影響を受けている事業者であること。

【給付額 】 一事業者あたり１０万円（定額） ※一事業者につき、１回限りの給付です。
【申請期間】 ２０２２年７月１日（金）～１２月２８日（水）※締切日消印有効
【申請方法】 郵送のみ。申請書類は県HPでダウンロードできます。
【問合せ先】 コールセンター（平日９時００分～１７時００分） 電話：０５７０-０７０-５００ 《詳 細》

「事業承継セミナー＆個別相談会」のご案内
今の事業をどう次の世代に引き継いでいくか。多くの経営者が事業承継について不安・悩みを抱えています。このセミナーは、
事業承継をお考えでない方にも課題として認識していただき、行動に移していただく趣旨で開催するものです。
【日 時】 １２月１６日（金）

【場 所】 高山市役所２０１・２０２会議室 （高山市花岡町2丁目18番地）
【内 容】 第１部 事業承継セミナー（集団） １３：３０～１５：３０

第２部 個別相談会 １５：３０～１７：００ （要事前予約）
※個別相談の申し込み状況により、日程を調整させていただく場合がございます。

【講 師】 馬渕 智幸 氏 （馬渕中小企業診断士事務所所長）
【申 込】 QRコードから申込書をご記入の上、FAXをお願い致します。申込期限：１２月９日（金） 《詳 細》
【問合せ先】 岐阜県商工会連合会 飛騨ブロック広域支援室 TEL：０５７７-５２-２２２７ FAX：０５７７-５２-２２２８

中小機構の「IT経営簡易無料診断」のご案内
３回の面談を通して、経営・業務課題を全体最適の視点から整理・見える化し、貴社にあったIT活用可能性を提案します
【対 象 者】 ①自社の経営・業務課題を専門家と一緒に見える化したい、IT活用を 検討し、生産性向上を目指したい中小企業

②顧客対応・営業支援業務（フロント業務）、総務・会計・人事、労務、 在庫、物流等の間接業務（バックオフィス業務）
について課題があり、改善を検討 したい中小企業 ※①、②に該当する企業

【申込方法】 中小機構HPからお申し込みください。
【申込受付期間】 ２０２２年１２月２３日（金）まで
【問合せ先】 中小企業基盤整備機構中部本部 電話：０５２-２２０-０５１６ 《詳 細》



「ＩＴ導入補助金２０２２（サービス等生産性向上IT導入支援事業）」のご案内
本補助金制度は、中小企業・小規模事業者等の課題やニーズに合ったＩＴツール導入費の一部を補助するものです。導
入するＩＴツールは、自社の業種や事業規模、経営課題に沿って、登録されたＩＴツールの中から選定する必要があります。
【 対象者 】 飲食、宿泊、卸・小売、運輸、医療、介護、保育等のサービス業の他、製造業や建設業等も対象

《詳 細》

【申請方法】 「Ｊグランツ（補助金申請システム）」のみ。「ＧビズＩＤプライムアカウント」の取得が必要です。

≪通常枠≫
【補助金額】 ３０万～４５０万円（補助率：１/２）
【対象経費】 ソフトウェア購入費、クラウド利用費（最大１年分）、導入関連費
【申請期限】 ９次…１２月２２日（木）

≪デジタル化基盤導入枠≫
【補助金額】 ５万～５０万円（補助率：３/４）、５０万超～３５０万円（補助率：２/３）
【対象経費】 ソフトウェア購入費、クラウド利用費（最大２年分）、導入関連費に加えハードウェア

購入費の一部補助１０万～２０万円（補助率：１/２）
【申請期限】 １７次…１２月２２日（木） １８次…２０２３年１月１９日（木）

≪セキュリティ対策推進枠≫
【補助金額】 ５万～１００万円（補助率：１/２）
【対象経費】 システムサービス利用料（最大２年分）
【申請期限】 ５次…１２月２２日（木） ６次…２０２３年１月１９日（木）

７次…２月１６日（木）

「事業再構築補助金」のご案内
本補助金制度は、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売上の回復が期待し難い中、ウィズコロ
ナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、事業・業種転換、業態転換、事業再編又はこれ
らの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する、以下の①～③の要件をすべて満たす中小企業
等の挑戦を支援するものです。
【対象要件】 ①２０２０年４月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前（２０１９年又は

２０２０年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較して１０％以上減少している
②事業計画を認定経営革新等支援機関や金融機関と策定し、一体となって事業再構築に取り組む
③補助事業終了後３～５年で付加価値額の年率平均３%以上増加、従業員一人当たり付加価値額の
年率平均３％以上の増加の達成

【対象経費】 建物費、機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、
外注費、知的財産権等関連経費、広告宣伝・販売促進費、研修費

【補助金額】 〔通常枠〕１００万～８,０００万円（補助率：１/２～２/３）
〔大規模賃金引上枠〕８,０００万～１億円（補助率：１/２～２/３）
〔最低賃金枠〕１００万～１,５００万円（補助率：３/４） 〔グリーン成長枠〕１００万～１億円（補助率：１/２）
〔再生応援枠〕１００万～１,５００万円（補助率：３/４）
〔原油価格・物価高騰等緊急対策枠〕１００万～４,000万（補助率：２/３～３/４）

【申請期限】 第８回２０２３年１月１３日（金） 事業実施期間：交付決定日～１２か月以内
【申請方法】 「Ｊグランツ（補助金申請システム）」のみ。「ＧビズＩＤプライムアカウント」の取得が必要です。 《詳 細》

新分野展開とは…主たる業種又は主たる事業を変更することなく、新たな製品等を製造等し、新たな市場に進出すること
事業転換とは…新たな製品等を製造等することにより、主たる業種を変更することなく、主たる事業を変更すること
業種転換とは…新たな製品等を製造等することにより、主たる業種を変更すること
業態転換とは…製品等の製造方法等を相当程度変更すること
事業再編とは…会社法上の組織再編行為等を行い、新たな事業形態のもとに、新分野展開、事業転換、業種転換又は

業態転換のいずれかを行うこと

「小規模事業者持続化補助金＜一般型＞」のご案内
小規模事業者等が直面する制度変更（働き方改革や被用者保険の適用拡大、賃上げ、インボイス導入等）等に対応す
るため、経営計画を作成し、その計画に基づいて行う販路開拓等の取組に要する経費の一部が補助されます。
【補助金額】 ［通常枠］ 最大５０万円 ［賃金引上げ枠・卒業枠・後継者支援枠・創業枠］ 各最大２００万円

［インボイス枠］ 最大１００万円
【補助率 】 ２/３（賃金引上げ枠のうち赤字事業者については３/４）
【取組の例】 チラシ作成、広告掲載、ウェブサイト制作、店舗改装、設備投資、展示会・商談会参加等 《詳 細》
【申請期限】 第１０回…１２月９日（金） 第１１回…２０２３年２月下旬
【申請方法】 郵送もしくは電子申請「Ｊグランツ（補助金申請システム）」。「ＧビズＩＤプライムアカウント」の取得が必要です。

申請をご希望の方や、補助対象になるかどうかのご相談など、お気軽に商工会までご連絡ください。

「補助金」のご案内


